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入学金「二重払い」問題の課題と展望  

 

渡部昭男 （ 神 戸大学大学院名誉客員教授／大阪信愛学院大

学教授 ） わたなべ ・ あ きお  

 

 前稿「大学等学費の値上げは歴史に逆行する」（本誌２０

２５ 年 3 月 号 ）から１年、運営費交付金削減や物価高騰で

追い詰められた国立大が安易な授業料値上げ策へ逃げ込む

一方で、私立大の入学金「二重（多重）払い」問題を扱っ

たマスコミ報道が相次いでいる。  

・「 東 京 新 聞」 T o k y o W e b  ２ ０ ２ ５・ 7 ・ 2 8 ： ＜ 社 説 ＞ 大学

の入学金「二重払 い」負担を軽く  

・「 讀 賣 新 聞 オ ン ラ イ ン 」 ２ ０ ２ ５ ・ 1 1 ・ 1 1 ： 社 説  私 立 大 の

入学金  受験生も納得できる仕組みに  

・「 日 本 経 済 新 聞 」 ２ ０ ２ ５ ・ 1 1 ・ 1 8 ： 大 学 入 学 金 ｢ 二 重 払

い ｣ 国 が私立大 の実態調査  結果公表し負担軽減促す  

・「毎日新聞」 ２０２５・ 1 1 ・ 1 8 ：私立大、入学しない受験生

から入学金３５５億円と試算  二重払い負担  

・「 朝 日 新 聞 デ ジ タ ル 」 ２ ０ ２ ５ ・ 1 1 ・ 2 1 ：（ 社 説 ） 大 学 の 入

学金  二重払い  改善の道は  

・Ｎ Ｈ Ｋ「 み みよ り ！ 解説 」 ２０ ２ ５・ 1 2 ・ 9 ： 大学 の 入学 金

“ 二重払い ” 負担軽減の動きは？  

・「 京 都 新 聞 デ ジ タ ル 」 ２ ０ ２ ５ ・ 1 2 ・ 2 1 ： 社 説  私 立 大 の 入

学金  「二重払い」軽減、国も支援を  

 共通のキーワードは「二重払い」「（負担）軽減／改善」

である。本稿では、こうした報道の背景を探った上で、入

学金「二重払い」問題の課題と展望を論ずる。  

１  文部科学省等を動かした若者の活動  

「入学金調査プロジェクト」  

 入学金調査プロジェクトとは、「入学しない大学への入

学金による機会の不平等を調査するプロジェクト」のこと

である。  

同 Ｈ Ｐ （ h t t p s : / / n y u g a k u k i n . m y s t r i k i n g l y . c o m / ） 等に

よると、「日本の『入学金制度』のあり方や高等教育の置

かれた状況に問題意識を持つメンバーが集まり結成された

緊急行動」、「入学しない大学にも入学金を払わないといけ

ない仕組みが、高校生の進路選択を狭めてしまうことがあ
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る問題を変えたい市民の有志団体」とある（メンバーは 2 0

代の有志）。  

約 3 年間の休止を経て２０２４年 6 月 1 日に活動を再

開した際に、団体名を「入学金納入時期延長を求める有志

の会」から「入学金調査プロジェクト」に変更したという。

その後、実態調査に向けたクラウドファンディング （２０

２ ４ 年 6 月 ）、大学への入学金二重払いに関する実態調査

（ ２ ０ ２ ５ 年 1 月 ）、政党アンケートとりまとめ結果公表

（同 1 月）、第１回記者会見（ 2 月）、子どもの貧困対策推進

議員連盟「教育格差について考えるワーキングチーム」へ

の要望書提出（ 2 月）、第２回記者会見（ 4 月）、文科副大臣

への要望書提出（ 6 月）、第３回記者会見（ 1 1 月）など、精

力的に取り組んでいる。  

 まず、超党派「子どもの貧困対策推進議員連盟」の政府

への「教育格差 について考えるワーキングチーム 提言」

（２０２５年 6 月 2 日）に、入学金の二重払いについて「文

部科学省において現状を把握し、家庭の経済状況により進

学機会に格差が生じないよう、議論を進めること」との要

望が盛り込まれた。  

 つづく文科省への要請「『入学金の二重払い』による受

験機会格差解消のための要望」（２０２５年 6 月 2 0 日）の柱

は、以下の四点であった。  

①  入学金の納入期限延長： 3 月 3 1 日まで延長／さらに奨

学金の給付時期と整合させるため 6 月頃まで延長。  

②  追加合格・繰り上げ合格・補欠合格などの規制：事前

にスケジュール調整をしても追加合格や補欠合格など

に よ っ て 二 重 払 い が 発 生 し て し ま う ケ ー ス が あ る た

め。  

③  入学金について「特出し」の通知の発出：受験期の支

援について文科省が入学金に関わる事項について単独

で通知を発出すること。  

④  入学金制度の合理性検証：金額や納入期限の設定根拠

が不明瞭であり、合理性検証が必要。  

その直後に、文科省は「私立大学 における入学料に係

る学生の負担軽減等について（通知）」（２０２５年 6 月 2 6

日、 7 文 科高 第４９ １ 号、各 文部 科学大 臣所 轄学校 法人 理事長 ・

大 学 を 設 置 す る 各 学 校 設 置 会 社 の 長 宛 ）を文科省高等教育局私

学部長名で発出した。  

２０２６年度入試に向けた検討と必要な対応に係る依

頼事項は、次のようである。  
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１．各大学が設定している入学料の額や納付時期等の趣旨

や考え方について、 学生や保護者をはじめとする社会

の理解を得られるよう、積極的に説明すること。   

２．学生の経済的な負担軽減を図る観点から、入学料の額

の抑制に努めること。   

３．入学しない学生の納付する入学料に係る負担軽減のた

めの方策を講ずるよう努めること。   

その際、複数大学への入学料の納付が進路選択の幅を

狭めることのないよう経済的に困難な学生への特段の配慮  

の観点や、入学料納付後の学生の入学辞退の意思表示の時

期が、大学において他の入学者選抜等により辞退者の代わ

りの入学者を決定することができ得る時期かどうかという

観点、入学料を納付する時期を複数回設定するなどの時期

の設定の観点など様々な観点も考慮することが望ましいこ

と。  

  

２  ２０２６年度入試における入学金負担  

軽減の導入例  

 

 通知の翌月には、対応の早い大学が入学金負担軽減策の

導入を公表している （ ２ ０ ２ ５ 年 1 2 月 2 1 日閲覧 ） 。  

 

（１） 3 月 3 1 日までの辞退者に全額返還  

【美作大学：岡山県】 国公立大学に合格した辞退者につ

いて、入学金全額を返還する。  

【植草学園大学：千葉県】 併願型入試を対象に国公立大

学に合格した辞退者について、入学金全額を返還する。  

【東京純心大学：東京都】 対象となる入試区分について、

入学時納入金のうち入学金を含め全額返還する。後援会費

については、別途後援会より返還する。  

【川崎医療福祉大学：岡山県】 併願入試の辞退者のうち、

住民税非課税世帯の場合は入学金も全額返納する。入学辞

退届の提出時に住民税非課税世帯であることを証明する書

類が必要となる。  

 

（２） 3 月 3 1 日までの辞退者に事務手数料等を除

いて返還  
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【新潟工科大学：新潟県】 専願入試区分を除く入学辞退

者について、入学金 （ 事 務 手 数 料 を 除 く ［ 金 額 は 不 明 ］）、前

期授業料、後援会費を返還する。  

【新潟産業大学：新潟県】 対象入試区分の入学辞退者に

ついて、入学金（事務手数料１万円を除く 2 0 万円）を含めた

学納金等を返還する。  

【和洋女子大学：千葉県】 入学辞退届・納入金返還願の

申請者に、入学し得る地位の取得のための対価及び事務手

数料 1 0 万円を引いた、 1 5 万円を返還する。  

【文化学園大学：東京都】 入学辞退者に、入学時納入金

のうちの、入学金の一部（ 1 0 万円）以外を返還する。入学

辞退届・入学時納入金返還申請書、他大学等の合格通知書

コピーを提出する。  

 

（３）その他：申請時期・返金（返還）制・分納

制・手続き延長制など  

【桃山学院大学：大阪府】 併願制入試について、入学申

込金の［返金制度］［分納制度］を新規導入する （ 返 金 制

度： 3 月 1 2 日以前の入学辞退者に、春学期授業料および入学申

込金の一部（ 1 8 ／ 2 3 万円）を返金／分納制度：入学手続一次 ( 入

学申込金 5 万円納入： 1 2 月 1 8 日〆切 ) ・入学手続二次 ( 残りの 1

8 万円、春学期授業料納入： 2 月 1 3 日締切 ) に分納）。  

【大東文化大学：東京都・埼玉県】 併願する国公立大学

（ 前 期 日 程 ）の合格発表翌日まで、入学金を含む入学手続

きの延長が可能な「国公立併願制度」が既にある。  

【産業能率大学：東京都・神奈川県】 ２００１年度より

独自の「入学金返還制度」を導入運用している。具体的に

は、二次手続期限 （ 3 月 1 1 日 ） までの入学手続辞退者に、

一次手続金（入学金） 2 5 万円を全額返還する（後期、未来構

想 方 式 第 3 日 程 、 大 学 入 学 共 通 テ ス ト 利 用 5 教 科 型 の 入 試 を 除 く ）。  

 

（４）期待される「二重払い」負担軽減トレンドの

広がり  

 以上の導入例を整理すると、①対象入試：全ての入試

＞併願型入試限定、②対象者：理由を問わず辞退者全員

＞国公立大学合格者限定／国立大学併願者限定／住民税非

課税 世帯 限定、③期日： 3 月 3 1 日 ＞国 公立 大学 前期 日程

の合格発表翌日／独自設定、④方式：返還／分納／延期

など、⑤返還額：入学金全額 （ 振 込 手 数 料 を 除 く 場 合 を 含 む ）

＞入学金の一部、となろう。  
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 なお一部返還の際に、返還しない事務手数料等の設定に

大学間で１万円～ 1 0 万円という幅のある点が興味深い。

入学金の金額と納入時期の設定根拠が不明瞭と指摘された

こともあって、負担軽減の導入に際して各大学はその根拠

を説明する姿勢を見せている。「 3 月 3 1 日までの入学辞退

者に全学返還」が可能であることが示された意味は大きい。  

これまでは、文科省通知 にもあるように「 入学料につ

いては、最高裁判所判決 （ 大 学 学 納 金 返 還 請 求 事 件 ・ 最 二 小

判 平 成 1 8 年 1 1 月 2 7 日 ）により、その額が不相当に高額であ

るなど他の性質を有するものと認められる特段の事情のな

い限り、学生が当該大学に入学し得る地位を取得するため

の対価としての性質を有するものであり、 ･ ･ ･ 大学はその

返還義務を負わない」とされ、各大学も最高裁判決を金科

玉条／盾として返還を拒んできた。  

しかし、今回は、①「本来、入学料 の額や納付期限等

の取扱いについては、各設置者において判断されるべきも

の」、②「入学しない大学に納付する入学料が、学生や保

護者にとって負担となっていることについて、国会等にお

いても、度々、指摘されている」、③「併願が可能な総合

型選抜等を実施する大学が増える等、一般選抜以前の受験

機会が拡大していることをはじめ、入学者選抜の機会が多

様化し、入学料を複数の大学に納付する機会が拡大してい

る状況がある」として、私立大学に最高裁判決を超えた対

応に踏み出すことを依頼するものとなっている。  

さらにはＱ＆Ａ形式の「通知の考え方等」を公表 （２ ０

２ ５ 年 1 0 月 ）して、対応のポイントや想定例を示している。

その末尾で「令和 8 年度入学者選抜に向けた対応状況や対

応方針等について」の調査を予告しており、「文科省は実

態調査の結果を公表し、各校に対応を促す考えだ」との報

道もなされている（「共同通 信」２ ０２ ５年 1 1 月 1 8 日「 私立 大

入 学 金 『 二 重 払 い 』 を 調 査  負 担 軽 減 の 取 り 組 み 実 態 、 文 科 省 」）。  

来る 2 0 2 7 年度入試では「二重払い」負担軽減がトレン

ドとなり、「入学金の納付期限を 3 月 3 1 日にする」ないし

「 3 月 3 1 日までの入学辞退者に全額返還する」等の対応策

が広がっていくことが期待されよう。   

３  入学金「二重払い」問題をめぐる国会審議の  

特徴  
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（１）以前から審議されてきた入学金「二重（多重）

払い」問題  

国会会議録検索システム （ h t t p s : / / k o k k a i . n d l . g o . j p / # / ）

において「入学金＆二重払い」で検索すると、 2 9 件１２

０ヵ所がヒットする（２０２５年 1 2 月 2 3 日現在）。  

大学入学金の二重（多重）払い問題は１９６０～ 7 0 年

代からすでに審議に上っている （ 会 議 録 の 表 記 は 院 ・ 会 議 名

（ 年 月 日 ） 発 言 者 ）。例えば、財政難を補う私学助成強化の

必要性：衆 院 ・予算委第一分科会 （ １ ９ ６ ９ ・ 2 ・ 2 7 ）文部

省管理局長岩間英太郎、納入時期の先延ばし：衆院・物価

問題等に関する特別委（１９７５・ 6 ・ 3 ）日本私立大学連盟

常務理事村井資長参考人 、私立学校経営の健全化促進・

適正な行政指導・負担軽減 ： 同 （ １ ９ ７ ５ ・ 7 ・ 3 ） 自 由 民

主 党 、 日 本 社 会 党 、 公 明 党 及 び 民 社 党 の 四 派 共 同 に よ る

「物価安定対策の推進等に関する件について決議」、など

が審議されている。  

 

（２）入学金調査プロジェクトの調査と提起のイン

パクト  

 同様に「入学金調査プロジェクト」で検索すると、 4 件

4 ヵ所がヒットする。  

 初出は参院・予算委 （ ２ ０ ２ ５ ・ 3 ・ 1 4 ）吉良よし子 （ 日

本 共 産 党 ）、２回目が参院・本会議 （ 3 ・ 2 6 ）吉良よし子、

３ 回 目 が 衆 院 ・ 本 会 議 （ 6 ・ 1 8 ） 議 長 の 報 告 ： 井 坂 信 彦

（ 立 憲 民 主 党 ） 質 問 主 意 書 、 ４ 回 目 が 参 院 ・ 文 教 科 学 委

（ 1 1 ・ 2 0 ）斎藤嘉隆（立憲民主党）、である。  

 また、プロジェクトのメンバーの名前を出しての質疑が

1 件（衆院・文部科学委〔２０２５・ 3 ・ 1 4 〕鈴木貴子〔自由民

主 党 〕） 確認できる。他に、プロジェクトとの関連は特定

できない質疑が 2 件 （ 衆 院 ・ 予 算 委 第 四 分 科 会 〔 ２ ０ ２ ５ ・

7 ・ 2 7 〕萩 原 佳 〔日 本 維新の 会〕、衆 院・ 予 算委〔 ２０ ２５ ・ 2 ・

6 〕津村啓介〔立憲民主党〕）みられる。  

このように入学金「二重払 い」負担軽減 は、幅広い政

党の議員によって衆参両院で、本会議・予算委員会・文部

科学／文教科学委員会で取り上げられ、質問主意書でも言

及されている。プロジェクトが「調査」で明らかにした二

重払い該当者の割合やアンケートの実例を示しながら負担

軽減を求めており、そのインパクトの大きさが分かる。  

 な お 、 参 院 ・ 文 教 科 学 委 （ ２ ０ ２ １ ・ 5 ・ 2 0 ） 安 江 伸 夫

（公明党）も入学金の二重払い問題を取り扱っており、「民



 

 

7 

 

間団体の調査によれば、入学しなかった大学に支払った学

生の納付金の平均額として、国公立大学の入学者は約 2 7

万 7 千円、私立大学の入学者については 2 9 万 4 千円とい

うような調査があると承知」（文 科 省高 等教 育 局私 学部 長 森 晃

憲）との答弁が会議録にある。  

 政府・文科省の態度は、「文部科学省といたしましては、

調査を行うことは現時点では考えておりません」（衆院・予

算 委 （ 2 0 2 5 . 2 . 6 ） 文 科 大 臣 あ べ 俊 子 ） から、「入学金を払っ

たんだけれどもそれは一体何なのというようなことがない

ように、少なくともそういう疑念が抱かれることがないよ

うに、私自身、文科省によくお話をして、実際に把握をし

たい」（ 参 院 ・ 予 算 委 〔 ２ ０ ２ ５ ・ 3 ・ 1 4 〕 総 理 大 臣 石 破 茂 ）と

変わっている。  

そして、 参 院 ・ 文 教 科 学 委 （ ２ ０ ２ ５ ・ 1 1 ・ 2 0 ） では、

文科省の答弁は「入学しない大学に納付する入学料が学生

や保護者にとって負担となっている現状ですとか、入学者

選抜の機会が多様化しまして入学料を複数の大学に納付す

る 機 会 が 拡 大 し て い る と い う 状 況 を 踏 ま え ･ ･ ･ 今 年 6

月 ･ ･ ･ 初めて、入学しない学生の納付する入学料の負担軽

減のための方策を講ずるよう努めることに特化しました通

知を要請」、「現在 ･ ･ ･ 全私立大学を対象としたアンケート

を 1 1 月 1 4 日に発出」（文科省高等教育局私学部長小林万

里子）、「私立大学への協力要請を含めまして、経済的負担

軽減に必要な施策に取り組むことによって、そうした経済

的な事情によって子供たちの進路選択が狭まることがない

よう、取組を進めてまいりたい」（ 文 科 大 臣 松 本 洋 平 ）とい

うところに至っている。  

とは言え、「大学による入学料の返還等について、法的

措置を講ずることは考えていない」（ ２ ０ ２ ５ ・ 6 ・ 1 3 質 問

主 意 書 へ の 石 破 茂 内 閣 答 弁 書 ）のであって、各私立大に積極

的／主体的な対応を促すレベルに留まっている。  

  

４  入学金を廃止した韓国から学ぶべきこ

と ：政 策理 念→実 態調 査→合意 形 成→段階 的 廃

止→入学金不徴収規定の法整備  
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こ れ に 対 し

て 隣 国 の 韓 国

で は 、 国 公 立

大 学 は ２ ０ １

８ 年 に 、 私 立

大 学 も 数 年 間

の 段 階 を 踏 ん

で 2 0 2 3 年ま

で に 大 学 入 学

金 が 廃 止 と な

った（年表 1 ）。  

【 政 策 理 念 】

文在寅第 1 9 代

大統領（２０１７ 年 5 月～ 2 2 年 5 月）は国政運営 5 ヵ年計画

を発表し（ 1 7 年 7 月 1 9 日）、５大国政目標の一つ「私の人

生に責任を負う国」において、「国家が責任を担う保育と

教育」を掲げ、その中の「幼児から大学までの教育の公共

性の強化」に位置づけて、性格・徴収目的・算定根拠など

が不明確な入学金賦課の廃止を政権公約とした 2 。  

【実態調査】教育部の大学入学金実態調査（ 1 7 年 9 月）に

よれば、２０１７年時点で入学金平均は国公立 1 ・ 5 万円、

私立が 7 ・ 7 万円（授業料平均はそれぞれ 年間 4 2 ・ 1 万円、 7

3 ・ 7 万円）であった。  

 4 年制私立大学 8 0 校を対象の入学金使途実態調査（ 1 7

年 9 月）によれば、 3 3 ・ 4 ％は一般大学運営費として執行、

5 2 . 0 ％は広報費・奨学金などであり、入学関連の執行は

「 1 4 ・ 6 ％水準」に留まることが判明した。  

【合意形成／段階的政策実施】国公立大学総長協議会 （ 1

7 年 8 月）は２０１８年廃止で一致した。当初拒否した私

立大学との協議を進め、全国 4 年制大学（ 1 7 年 1 1 月）、私

立専門学校（短期大学）（ 1 8 年 1 月）についても、入学事務

実費分について国が補填する形で段階的に廃止することで

合意となった（ 1 8 年から大学が学生に課す入学金実費を国家奨

学金で支援：学生の入学金負担はゼロ）。  

【法制整備：入学金不徴収規定】高等教育法第 1 1 条 2 項

「大学の長は、学生から入学金を受け取ることができない」

を新設し、入学金不徴収を明記した（ 1 9 年 1 2 月改正／ 2 0

年 6 月施行）。  

 日本と同様に私立大学の多い韓国においてどのように入

学金をなくせたのか。韓国の入学金廃止プロセスから学ぶ



 

 

9 

 

べき点は多い 3 。。国際的には極めて特異な「入学地位取得

対価」という司法判断 4 。に胡坐をかき、思考停止状態に陥

ってきた日本の大学界は、入学金「二重払い」問題を契機

に今こそ覚醒すべきであろう。国公立大 5 。を含めた入学金

制度の見直し、入学金使途の実態調査等による見える化な

ど文科省の役割発揮を強く求めたい。  

 

（ 1 ）  キム・フンホ ２０２２：大学登録金の負担緩和のための韓

国 政府 の 政 策 的努 力 及 び 関連 法 律 の 変化 （ 科 研 費に よ る 日 韓／ 韓

日対話第 4 回企画）スライド 2 1 、 h t t p s : / / h d l . h a n d l e . n e t / 2

0 . 5 0 0 . 1 4 0 9 4 / 0 1 0 0 4 7 7 9 5 8 。  

（２）キム・フンホ２０１９：文在寅政府 2 年、教育政策の変化

 :  教育の公共性強化及 び高等教育の質の向上政策を中心に（科研

費による 2 0 1 9 特別企画① ） h t t p s : / / h d l . h a n d l e . n e t / 2 0 . 5 0

0 . 1 4 0 9 4 / 8 1 0 1 1 6 7 7 。 な お 、 入 学 金 廃 止 公 約 に 至 る ま で の 学 生

等 の運 動 に つ いて は 渡 部 昭男 、 パ ク ・コ ヨ ン ほ か２ ０ ２ ３ ：韓 国

に お け る 大 学 登 録 金 の 負 担 緩 和 の 歴 史 と 政 策 － 日 韓 / 韓 日 対 話 第

５回企画の成果及び日本への示唆（１３２㌻） h t t p s : / / d o i . o r g

/ 1 0 . 2 4 5 4 6 / 0 1 0 0 4 8 7 7 3 4 、を参照のこと。  

（ 3 ）  入学金廃止を公約に掲げた政党は現時点では日本共産党の

み であ る 。 入 学金 の 根 拠 ・使 途 調 査 （参 院 ・ 予 算委 〔 ２ ０ ２２ ・

6 ・ 3 〕山添拓、文科大臣末松信介）の遣り取りを受けた文科省の

聞 取り で は 「 入学 式 の 実 施、 入 学 に 必要 な 書 類 の作 成 や 取 りま と

め など の 事 務 、入 学 後 に 行わ れ る 健 康診 断 の 実 施、 学 生 証 の発 行

などの経費」との回答がなされているが、「 国立 2 8 万円・私立 2

4 万 円 」 と い う 高 額 設 定 の 根 拠 不 明 瞭 と 言 わ ざ る を 得 な い （ 参

院・予算委〔２０２５・ 3 ・ 1 4 〕あべ俊子、 吉良よし子）。  

（ 4 。）  最 高 裁 判 決 （２ ０ ０ ６・ 1 1 ・ 2 7 ） は 、①今 や 大 学 が学 生

を 選抜 す る 主 体で は な く なり 半 世 紀 前の １ ９ ７ ７年 最 高 裁 判決 の

「 入学 地 位 確 保対 価 論 」 を前 提 と し て維 持 し た 論理 構 成 が 現代 の

入学者需 給関係 に適合 しない 、②大 学サー ビ ス契約は 「教育 提供

契 約」 が 中 心 とな り つ つ あり 初 期 費 用の 入 学 金 だけ を 「 一 回限 り

の効果完成金」と扱う合理性が低い、③国際人権 A 規約第 1 3 条

2 項に係る留保を日本政府が撤回（２０１２年 9 月）し「高等教

育 の漸 進 的 無 償化 」 が 義 務づ け と な った 、 等 の 理由 か ら も はや 時

代にマッチしていないと言えよう。  

（ 5 ）  公 立 大 の 無 償 化 を 含 む 自 治 体 の 修 学 支 援 策 に つ い て は 、

渡 部 （ 君 和 田 ） 容 子 ・ 渡 部 昭 男 ２ ０ ２ ４ ：「 こ ど も 計 画 」 に 活 か

せる自治体総合施策２２１例、日本標準を参照のこと。  

 


